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 新潟県（以下「甲」という。）と○○市（以下「乙」という。）とは、災害救助法（昭

和２２年法律第１１８号）の規定による応急仮設住宅（以下「住宅」という。）の管理

の事務の委託について、次の条項により協定を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの協定を履行するものとする。 

 

 （委託業務） 

第２条 甲は、次に掲げる業務（以下「委託業務」という。）を乙に委託する。 

（１）住宅の入居募集及び入居者との使用貸借契約の締結に関すること。 

（２）住宅の管理に関すること。 

（３）入居及び退去に関すること。（入居期間満了後の対応を含む。） 

（４）入居者が提出する書類の受付及び送付に関すること。 

（５）集会所、談話室等の維持管理に関すること。 

（６）前各号に掲げるもののほか、入居者との連絡に関すること。 

 

 （委託業務に関する住宅） 

第３条 委託業務に関する住宅は、次のとおりとする。 

 

所 在 地 構 造 戸 数 集会所 談話室 備 考 

○○市○○町 軽量鉄骨造 ○○戸 ○棟   

○○市○○町 木造 ○○戸  ○戸  

計  ○○戸 ○棟 ○戸  

（別紙仮設住宅一覧表より） 

 

 （委託期間） 

第４条 この協定の期間は、引き渡しの日から応急仮設住宅について災害救助法に定

める期間内の住宅を撤去する日までとする。 

  なお、この協定による住宅撤去の日までに入居者が退去しない場合については、

住宅、施設への斡旋等を含め、乙の責任において対処するものとする。 

 

 （委託料） 

第５条 委託業務に係る委託料は、無償とする。 

 

 （調査報告等） 

第６条 甲は、必要があると認めるときは、乙の委託業務の処理に関し調査をし、報

告を求め、又は必要な措置を請求することができる。 



 （損害の負担） 

第７条 委託業務の実施に関して発生した損害（第３者に及ぼした損害を含む。以下

同じ。）のために必要な経費の負担については、甲乙協議してこれを定めるものと

する。 

 

 （協議） 

第８条 この契約に定めない事項又はこの契約の解釈について疑義が生じたときは、

甲乙協議してこれを定めるものとする。 

 

 この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ１

通を保有する。 

 

 

 平成１９年  月  日 
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